
意見シート

．．名：一般財団法人みらい財団
0委員確認襴（総合的な意見）

. . . -・. 

記入年月日：平成30年12月4日
意見 評語

（委員記載）プ 8 

記入者の氏名 各種資料、 レゼンテーション、質疑応答の内容からして、「指定の基
準」を満たしていると思料する。

※註語掴に記入する記号の考え方

A: 「指定の基準」を十分に満たしていると認められる。

B: 「指定の基準」を満たしていると認められる。
C: 「指定の基準」を満たしているとは認められない。

※区分Aの「十分に満たしている」とは、例えば、具体性、実現可能性、役員の資質

等の点で特に優れていると認められること。

0事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

落眼点
基準該当 公募要領記載の「確認項目」

確認
備考 意見 評語

番号ページ 結果

I意欲
随性所」、で、理奉長自ら個こ人れのま能で力の1経験を踏まえて、「財団の目指す方向 A 
具体的には「 を生かす（特に社会的弱者）社会環境作
り」についての強い意欲を示した。

役員（代表理苺）の 「3.指定 面接においては、指定を受けようとする団体（以社会課題に対する
の基 下「指Dに定対申す請る団強体い」：という・実。）現が指定活用団体の問題意識、使命感、 P3 

貢任感等について 準に
使命 実行 意志を有しているこ

確認する。 つい と等も確認
て」
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

落眼点 基番準号 1ペ該ー当ジI 公募要領記載の「確認項目」 悶 偏考 意見 評語

I[業務実施体制・能力の適確性
組織目標・基本原則と業務実施計画は合致している。 A 

①金業等務実施計画が、基本方針を踏まえ、休眠預
休眠預金等交付金に係る資金の活用の目標や基本原則等について以

第2 P4 交付金に係る資金の活用の目標や基本原
下に記載あり。

i)業務実施計画 則等に適合していること。
P33~P54業務実施計画「1組綾全体の使命・目標・意欲」、「IIi)基
本方針・基本原則との適合」

が、基本方針を踏ま
え、基本原則（国民
への還元、共助、持

②務を業適務確実に施実計施画でにきおるいて、民間公益活動促進業続可能性、透明性・ 組織運営体制等について以下に記載あり。

説明貢任、公正性、
第2 P4 租織運営体制等が整備で P55~P76業務実施計画「IIii)組織運営体制」

多様性、革新性、成
きる見通しが示されていること。

果浮最）等大に化適、民間主
合してい

るか． ③に適業務実施計画が、民間公益活動促進業務ごと
第2 P4 確に実施できるものであると認められるこ

民間公益活動促進業務ごとの実施について以下に記載あり。

と。
P104~P306業務実施計画「IV基本方針を踏まえた業務実施計画」

P55~P76業務実施計画「nii)組織運営体制」 多様な知見を有し、それらを共有する組織体制を構築している。 B 

上記のうち、P58業務実施計画「組織図Jにおいて、 各種委員会の連携やけん制機能に関しての言及なし。（蓋然性を高める

②助成に係る業務を行う部署とは別に、社会の 助成に係る業務を行う部署等について以下の記載あり。 仕組みなど）

第2 P4 
諸課題ごとに現地調査を含む継続的な進捗管理 資金分配団体の審査・選定、資金分配団体への助成、貸付：資金・支

や助言・協カ・支援及び成果評価の点検・検証等 援部資金提供チーム
の機能を適切に発揮できる体制とすること。 ・設定された課題ごとに、モニタリング（進捗把握・管理、見直しの助

言）、資金分配団体の自己評価結果の点検・検証等．資金・支援部経
営支援チーム

P323 員厚別子の紙横（様孝成式務の3次(多官1様.経評性験議」者と員し、名てビ簿各ジ）評ネス謙※セ掲貝クに載タつ順ーし「評謙 てヽ以下のとおりg者記支載lあり．
・村木厚 （伊藤忠）、困窮 援）
・有森裕子（スポーツ界、NGOセクター、障害者スボーツ）
•田原総一朗 （マスメディア、 作家、政治）

④経評験話員会は、経済界、金融界や労働界、学識 ・福ア出ト井口キ治俊ン明彦ソ（（ン大日・学銀デ総経ー裁営ピッ者、ド金、・ア融マカセーデククミタ（作ッーク家、セ経／ク文済タ化界ー財）、専金門融家セ、ク地ター／経済界）

第2 P4 
者、マスコミ、•‘ノーシャルセクター（公益活動 域活性化／観光セク

に係る分野）等の幅広い分野から人材登用を図 ター）

jj・}組織運営体制が り、構成の多様化を図ることが望ましい。 ・日下部元雄（国際協力、国際金融セクター、高齢者支援）

整っているか．
・近藤正晃ジェームス（ベンチャーセクター、ソーシャルメディア（元twitter代
表））
・片山正夫（財団棠界、ソーシャルセクター、起棠フィランソロビー）
活5橋政代（医療セクター、バイオベンチャー、学謙経験者）
•三木谷浩史（ベンチャーセクター、国際ビジ・児ネ3ス、インターネット／スポーツ界）
・駒崎弘樹（社会起業家コミュニティ、保含 窒福祉）

⑤理事会は迅速な意思決定を図る観点から、理 P324別紙様式3(2.理事名箔）※掲載順
車の総数は必要最小限にとどめることが望まし •藤沢久美（非常勤理事）

第2 P5 い。
（参考 • 一般財団法人を設置する場合、理事の人

・有馬充美（常勤理車）

数の下限は3人）
•堀田力（非常勤理事（代表理事））

参考
P307~P322準備行為実施計画
P309~P310指定活用団体は、基本方針において「優先的に解決すぺ

2 き社会の諸課題に関し、適切な成果目標の設定を含めその解決に向
（スケ 準備行為実施計画の内容が適確に実施できるも

第2 ,ノ.ユ のとなっているか。
けた全体的な方針を決定し、事業年度ごとに作成する亭業計画におい
て明示しなければならない。」とされているが、事業計画の内閣府への
認可申諸は平成31年2月となっている一方で、優先的に解決すぺき諸

ル〉 課題の決定は、平成31年3月となっている。
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0事務局確認欄 0委員確認襴（着眼 点別）

着眼点 |ぢ1:t-tl 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 1評語
結果

l[業務実施体制・能力の適確性の続き
（委員記載） B 

P304業棠務実施計固「中期計回:5カ年収支計画」
5か年の収支計画は梧極的なものとなっている。

P306 務実施為計実画施行「年為間計計画画～：収支計画」
積極的な車業計画に対して、人員を含むリソース投下（各経費項目）に

P316準偏行 事業計固期間2019の収支及びキャッシュフロー ついては、事業運営を進めながら検討することとしている。
P317~P322準偏行為実施計画の費用の見積額
P810設立時財産目い録て(2018年8月31日現在）
P816融資の件につ

財務状態等について以下の記載あり。

資（財産産合目計録1）/意円／負債合計0円／正味財産1保円
（収入）

第3 P5 
貸借対照表、収支予算書等による財務状態を踏 収33信入合700計万：円 (201~年度）、40侶8000万円(2020年度）、43億3000万円(2021年度）、84
まえ、今後の財務の見通しが適切であること。 偲1000万円(2022年度）、 125他円(2023年度）

（支出）
支出合計
30億9600万円(2019年度）、40但5600万円(2020年度）、431念1000万円(2021年度）、
8う3ち但支88払00助万成円金(2：022年度）、 124偲7700万円(2023年度）

28~5000万円 (2019年度）、 36憶円(2020年度）、 40憶円 (202 1年度）、 80億円 (2022年

度）、120!i怠実円施c計2o画n期年間度の） 
準恒行為 費用：6736万8787円

なお対、応Pの80記業已務実詑計固「11・jjj)経理的な基礎Jにおいて、念見シート「確認項目」と
の 載あり"

法人の財産の管理、運用について理事、監車が関与する体制について
以下に記載あり。
P5定款第7条（財産の管理・運用）

iii)経理的基礎が
P696~P700理亭の職務権限等に関する規程

整っているか。 第3 P6 
法人の財産の管理、運用について理事、監事が P716~P717監事監査規程
適切に関与する体制を整備すること． P789~P796経理規程

P55~P76業務実施計画「nii J組織運営体制」

なお、P80業務実施計画「Iliii)経理的な基礎」において、意見シート
「確認項目」との対応の記載あり。

経理を行うための人員及び体制について以下に記載あり。

第3
経理を適正に行うための十分な人員及び体制を

P55~P76業務実施計画「IIii)組織運営体制」

P6 
確保する見込みがあること． なお、P80業務実施計画「IIiii)経理的な基礎」において、意見シート

「確認項目」との対応の記載あり。

第3 P6 他できのる団株体式の等意を思保決有定しにて実い質な的いに関与することが
ことd ゜第3 P6 必要な会計帳簿を備え付けること．

゜第3 P6 業民間務公に益関す活る動経促理進と業を務区に分関しすてる整経理理すとるそこのと他。の

゜
第3 p~ 会計監査人を設置する旨を定款で定めること。

゜
Pめe会11,計ら匹れ監定別て査款い紙，A第る樟24"'3赤条坂第(有45霞ぺ項贔に任濫お監い査査て人法、名「人当簿E法）人に会計監査人を置く,Jと定

第3 P6 雲法見をに付規霊す定こすとるをぶ収緒支規硲予程算寄字書に及定びめ澁収る支こ；と算～翡書翡につ

゜
第3

監事のうち少なくとも1名が公認会計士又は税理 P325（別常紙勤様）（式弁3護(3士. 監亭名簿）※掲載順
P6 
士であること。 ゜

・大毅 ） 
・中田ちず子（非常勤）（公認会計士） ． 
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〇事務局確認欄 0委 員確認 襴（着眼点別）

落眼点
基準 該当 公募要領記載の「確認項目J 1確認 備考 意見 評語
番号ベージ 結果

II業務実施体制・能力の適確性の続き
専門的能力等について以下に記載あり。

各方面から専門性品い人材を各種委員会等に配器している． A 

P328~P618別紙様式4(履歴雲）
(1)民間公益活動やソーシャル・イノペーションに
関する十分な知械を有するほか、助成を行った 外部の専門家等について以下に記載あり。

第3 P6 
実綾を有するなど、民間公益活動促進業務を適 P56~P57業務実施計画「評撮員会と理事会、委員会の全体像」
確に実施するために足る知謙・技術を有する役 P64~P67業務実施計画「インターナショナル・アドバイザリー・ポード
職員を置くとともに、必要に応じ外部の専門家等 -登J、「みらい戦略アドバイザリー委員会一登」
を活用すること。

なお、P84~P91業務実施計画「IIiv)技術的（専門的）な基礎」におい
て、意見シート「確認項目」との対応の記載あり。

専門的能力等について以下に記載あり．
P328~P618別紙様式4(底歴書）

②十特分に、資金分配団体になり得る団体に関する 外部の専門家等について以下に記載あり．
iv)技術的（専門的） な知見やネットワーク等を有すること、非資
基磯が翌っている 第3 P6 金的支援を必要に応じて外部の団体や専門家と

P56~P57業務実施計画「評諾員会と理車会、委員会の全体像J

か。 も連携しつつ伴走型で提供できる能力を有するこ
P64-P67業務実施計画「インターナショナル・アドバイザリー・ボード

と、!CT等を桔極的に活用すること。
ー登」、「みらい戦略アドバイザリー委員会一黄」

なお、P84~P91 業務項実目施」と計の画ヌ「niv)技術的（専門的）な基礎」におい
て、意見シート「確靱 対応の記載あり。

専門的能力等について以下に記載あり。
P328~P618別紙様式4(履歴書）

③び科また学、案件組成・案件発掘能力を有すること及
外部の専門家等について以下に記載あり。

第3 P6 学技術分野の動向に知見を有することが認
P56~P57業務実施計画「評諾員会と理宰会、委員会の全体像J

められることが望ましい。
P64~P67業務実施計画「インターナショナル・アドパイザリー・ボード
ー登」、「みらい戦略アドバイザリー委員会一黄」

なお、P84~P91業務実施計画「niv)技術的（専門的）な基礎」におい
て、意見シート「確認項目」との対応の記載あり。

随所で、理事長自ら-れまでの経験を踏まえて、「財団の目指す方向 A 
性J、具体的には「個人の能力を生かす（特に社会的弱者）社会環境作
り」についての強い意欲を示した。

V)役員（代表理事）
「3

は適確に運営する
指定 面接においては、指定を受けようとする団体（以

十分な資賀（マネジ の基 P3 下使と等命「指もに定確対申認す請。る団強体い」実と行いう。）が指定活用団体の
準に • 実現意志を有しているこ

メントの能力等）を
持っているのか。

つい
゜て」
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0事務局確認襴 0委員確認欄（着眼点別）

着眼点 1基準該当 公募要領記載の「確認項目」
確認 備考 意見 評語

番号ページ 結果

m中立性・公正性
［組織運営体制に関する事項】 （委員記 ） B 

P55~P76業務実施計画「nii)組織運営体制」
中立性・公正性を担保する組織構成となっており、予防的措匿も備えて

①民間公益活動促進業務の適正な実施のため いる。

に、コンプライアンス施策の検討等を行う組織（外
上記のうち、 PSS業務実施計画「組織図」において、 不正行為や利益相反防止等のための内部通報制度等有しているが、こ

第2 P4 部の有織者等も参加するもの.)及びその下に実
「コンブライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う れらを機能させるための仕維みへの言及なし。

施等を担う部署を設醤すること．
部署」として、「コンプライアンス委員会」、「管理・企画部管理チーム」
の記戟あり。

③資金分配団体において休眠預金等に係る資金 P55~P76業務実施計画「nii)組織運営体制」
第2 P4 が公正に活用され、事業が適正に遂行されるよう 上記のうち、P58業務実施計画「組織図」

監督するために必要な専門部署を設置すること。 資金分配団体の監査を実施する部署として「監査室」の記載あり。

【諸規程等に関する亭項】

第2 P5 ①程に等組評を、綬備織譲員え員ののる運会報こ営及と酬をび。規公理程正事、に会情行の輯う運公た営園め規坦に則程必や等要倫な、理一諸規般規的程

゜
第2 PS 

゜
Pたを9特6除っ50別ていなは民た利ご上間害目で公:行益はう活も動のにの促とつ排進すい餘業るて）．務特第規別15程の条の利評案害議閏員係会を及有びす理る事評砂譲員決又議はに理当事
， 

第2 PS 

゜
'P第の申"65P迅,口,'を速条職民さな員出間発にた公見対上益及しで活びて、動是適．定促正切期進を直的図業に務る織こ利規にと益程お。相のい案反日に誓如するを微専項底にし関する自己

i)公正性を確保す 、利益相反

る体た制め・諸に規組程織が運盈営備

されているか。不正
P765月1l紙様式7(役貝及び評論貝の年間報醒等見込額並びに識負の給与の年問行為や利益相反防

止等の組織運営上
支給見込額について）

の工夫がなされてい
るか。

④評論民間公益活動促進業務に係る理車、監車及び

員に対する等報及酬び等従に業つ員いのて条は、民間事業者

第2 P5 
の役員の報酬 給与、指定活用 長A-2名（うちf名寧務局次長）、部長B-1名、チーム長ー2名②年侮・事務局長ー16,000
団体の経理の状況その他の車情を考慮して不当 千円、部長A-11,800千円、部長B-I0,200千円、チーム長ー6,800千円③通勁手当／月：

な水準とならないような支給の基準を諸規程等に 15干円）

定めること。 職貝22〉干貝②円（筈月、理時給識間：2以外50外勤千）務円の手一③当人諸6当手0た千当り円1給月④与：通文：勤{8与手8；月8当千給円155ヶ干（①月円人分、数支扶：給総蓑）数手16人（すぺてチーム当15千円、住宅手当

P96業務実施計画「②理寧、監李及び評洪負に対する報酬等の支給の基準につい
て」
「報酬ヽ 給与等の比較表」の記戟あり“

P754~P756役貝及び評議P7貝59の~報P7酬64等脇に関負する規程、P757~P758役貝及び評諸
程艮退の臨慰労金支給規程、 給与規程、P768~P774魏貝給与規
細則を定める達、P775~P779職貝退粽給付支給規程、P780~P782通勤手
当支給の細則を定める達、P783~P7邸旅費規程、P786~P788旅費規程の細則

（次ページに続
を定める達
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0事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

荒眼点 基準
ペ・."., ・ 

公募要領記載の「確認項目」 翡番号
備考 意見 評語

（前ペ ジに-記入ください）

（前ページか

⑤員関こと係民．を理間者諸事公に規、対益監程し活事等、動特、に職促別定進員のめそ業利るの務こ益他をとを。行の与う指えに定な当活いた用もりの団、評で体あ議のる '7たし（禁、り34特止、評別事利諜の項益員利）相第、益反理4を防条事与止、2え監規役る事程職行、員為朦等を員禁はそず、の民る他間の公指益定活活動用促団進体業の務関を係行者うにに当対

前

ペ
らの続き） 第2 P5 

゜
I 

ジ

に

記

入

w動P6第を（資得9を6'財金条た行団分助上う9が配団成で委直団体、業員理接体の務は事助審理規次長成査事程のがま委、の各た委評員案号は嘱会議に貸す）員定付る及め。をびる行従事う業資項員金にで分該は配当なす団しる者を理事会の決議
＜ 
だ

体及び民間公益活 さ
者ヽ し‘

第2 P5 ⑥規程不正等行を備為えやる利こ益と相。反防止のために必要な猪

゜

P727~P730 コ利ン益プ相,ラ反,f防ァ止ンス規推程進規程
P734-P736 

第2 P5 ⑦者るた庁も内ガ向）」の部パけをとガ踏ナ通すン報イまるスドえ制たラ・、度コめイ内ンのン、部プ「整（公通平ラ備益報成イ.ア通制28.. ン毅度用年ス者をに12体整保関月制憐護す9をす日法る実消る民を効こ費踏間と性者ま事。あえ業

゜
P741-P743公益通報者保餞規程

第2 P5 
え⑧をとの。わる錮民行っ間人者為公又にを益は対行活団しわ動体、な寄促のい進附利こそ業益との務のを他諸をみ行の規のう特程増に別等大当のにをた図利定りめる益、活特をる動与こ定

゜
Pりし（禁73、、 特寄止4定事陪利のそ項益個の）相第他人反4の又防条特は止役別団規職体の程員利の等利益はを益、与の民えみ間るの公行増益為大活をを動禁図促ずる進る活。業動務をを行行うう者にに当対た

第2 P5 ⑨条定法認款残人定11若余等号に定財しににく関規め産はするを定公こ類るす益と法似る社。律法の団事（人平法又業成人はを及18目国年び的に法公と帰律益す属財第るさ49他回せ法号のる公）人旨第益のを5 

゜
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〇事務局確認欄 0委員確認欄（着眼点別）

活眼点
基準該当 公募要領記載の「確認項目」

確認
備考 意見 評語

番号ページ 結果

m中立性・公正性の続き

①？は温各9親理等事覧内にのつ芹親い族て.零、'を当で超該あえ理るな事理い及事このびとそ年（監の事配数に偶がつ者、い珊又
出身母体は多様で性あ、組る織。 B 

第4 PB, 

゜
Pff53別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書）が提出さ 各委員会の関係 のけん制機能等について言及なし．

れている。、

ii)役員又は職員の
蝉ののと（他合監計のこ事れ数同にに一がつ準の．い理ず団て事る体も相の同の互総様遅,玉と-事密しの又ま授8はす分な職,の謁.t1でをにあ超あるえる者な理いそ事こ P653別紙様式6(役員又は職員の構成についての確認書）が提出さ

構点成が、公正性の観 第4 P6 

゜から適切か。利益
れている。

相反防止の工夫が
なされているか。 P485~P618 別紙様式4(履歴懺員書の（職構員成）） 

P653別紙様式6(役員又は職 についての確認書）が提出さ

第4 P6 ③職員が特定の団体の出身者に偏らないこと。
れている。

なお、P98業務実施計画「m③利益相反防止の確保の詳細Jにおい
て、意見シート「確認項目」との対応の記載あり。

③民閤公益活動促進業務以外の業務を実施す P8ll別紙様式8(民間公益活動促進業務以外の業務に関する説明
民間公益活動促進業務のみ実施 A 

第5 . P7 ることにより、 民間公益活動促進業務の実施に 雲）
支障を及ぽすおそれがないものであること。 民間公益活動促進業務以外の業務を行う予定はないとしている。

iii)民間公益活動促
①民間公益奴び活予動算促等進が業；！務とその他の業務の職

進業務以外ヽるの場業合務に 第5 P7 員、9維織及 ・ 実質的に区分されている

゜を行ってし こと。
は、その業務を行う
ことによって業務の

第5 P7 ②なっ民て間い公る益こ活と動。促進業務が法人の主たる業務と

゜
公正な実施に支障
を及ぽさないか。

第5 P7 ④又社は会公る的の業秩信務序用を若を行維しわく持はなす善いる良こ上とので。風ふ俗さわを害しくすなるいお業そ務

゜れのあ
桔取極れ的な広報活動など、役員の説明から中立性・公平性の意貌は受け A 
た．

「3.
下面「指接定においては、指定を受けようとする団体（以
申請団体」という。）が指定活用団体の

iv)役員（代表理事）指定 使命に対する強い実行・実現意志を有しているこ
は中立性・公正性に の基

P3 
と等も確認。

対する強い意識が 準に 民間公益活動促進業務の適確かつ公正な実施
あるか。 つい に支障を及ぽすおそれがなく、特定の目的を有し

て」 て活動している既存の団体では困難な、 中立的
な立場を守る必要がある．

wその他
（委員記載）

業務実施計画・準備行為実施計画の内容等に関する加点・減点ポイントなど。上記
I~mに関する点を除く。

7/[0 



民間公益活動
の促進に資する
ことを目的とす
る一般財団法人
であること

欠格事由

I第1IP3 
①定款で定める指定申騎団体の目的がり法第,0
条第1項で定める指定活用団体の目的（民間公 Io ,_ 
益活動の促進に資すること）に適合していること。

②「一般社団法人及び一般財団法人に関する法
第1 IP< I律（平成18年法律第48号）」に規定される一般財 jO 1— 

団法人であること。

指定申請団体が、下記①～③のいずれにも該当
しないこと，
①法第11条第3項各号に掲げる団体
②法第"条第1項の規定により指定を取り消さ
れ、その取消しの日から3年を経過しない団体
③役員のうちに次のいずれかに該当する者がい

第o jP1 Iる団体
イ禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終
わり，又は執行を受けることがなくなった日から3
年を経過しない者
口法の規定により罰金の刑に処せられ、その刑
の執行を終わり，又は執行を受けることがなく
なった日から3年を経過しない者

指定活用団体指定申請書（別紙様式1参照）

①指定申請団体の基本情報（別紙様式2参照）

②定款

③澄記事項証明書

I④指定の申請に関する意思の決定を証する書類

i@設立趣意書及び設立者の一寅（様式自由）

⑥業務実施計画（様式自由）

イ組織全体の使命鳳目標

口業務実施に当たっての基本的考え方等

Io, ― 

1（0 有）

,（o 有）

1（0 有）

190 有）

1（0 有）

1（有0） 

品゚
10 

ハとの基目本標方、業針務にの示実され施た内指容定、実活施用体団制体、の実業施務計ご1 0 
画

0委員確認欄（着眼点別）
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羞眼点 翡

必無要書び9醤頚のの有
のの確及記 類有上無

0事務局確認欄

ぎー当ジ 公募要領記載の「確認項目J 悶
⑦準備行為実施計画（様式自由） 品
優セス先の的明に確解化決すぺき社会の藷課題の決定のプロ

゜

資の金プロ分セ配ス団の体明の確公化募（に資向金け提た供各契種約書書類等の）作成 1 ゚

評化価指針・マニュアルの作成のプロセスの明確 1 0 

シ明ン確ポ化ルマークの作成準備、決定のプロセスの ] O 

各種規程等の整備のプロセスの明確化 I o 

資シス金テ分ム配の団企体画にの対プすロるセ公ス募の・助明確成化等に係る!CTl ゚

⑧事含評む項論。を）記員の載、氏役し名た員、書、住職類所員（、別及履紙び歴様会及式計び3監専及査門び人的4（参能就照力任）等予に定関者すをるI , 有゚）
⑨の評就論任承員諾、役書員（別職紙員様及式び5参会照計）監査人への就任予定者I(有0） 

式お定民＿そ6役の間参れ職基公照が員準益）なに活（既いつ動任もい促予のて進で定」業のあ者務「るを第のこ含4公とむ」役正を。な）員確に実又認つ施はしいにた職℃書支員障類上のを記（構別及「成紙3ぼが様す指、1 （有゚） 

⑪民間公益活動促進業務規程の案（様式自由） I品

備考

法第"条第2項第1号において、民間公益活動促進業務規程に定める
こととされているもののうち「資金分配団体及び民間公益活動を行う団
体の選定の基準」に関し、以下に記載あり。

民間公益活動促進業務に関する規程の案のうちP655~P656
基本方針に示された指定活用団体の業務ごとの
実施の方法に関する事項

OJ第3条（資金分配団体の選定等）
第6条（助成業務規程）

民間公益活動促進業務の適正を確保するため
の体制の整備に関する事項（ガバナンス、コン
プライアンス体制に関する事項等）

休眠預金等に係る資金の活用対象の範囲

業務委託の基準

契約に関する基本的事項

収支決算書に係る外部監査の実施に関する事
項

゜
゜
゜
゜
゜

※ただし、選定の基準等について、助成業務規程（理事会決定）に委任
されている。
第6条（助成業務規程）

0委員確認欄（着眼点別）

意見 l評語
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0事務局確認欄 〇委員確認欄（着眼点別）

着眼点 ぢ ペ該ー当ジ 公募要領記載の「確認項目J 悶 備考 意見 評語

止付資い実て金金及に不履分びlご正係休行配等眠さる団せ返が預体る還生金及措債じ等び置た務民に場並を係間合び確る公にに実資益弁おに金活け済履の動る期行返を貸がさ還行付せ到債うける来団務等措体しをのた置に確貸停等お

゜

⑫各種規程等（様式自由） 品
・評議員会の運営に関する規程 、ヱ、

・理事会の運営に関する規程 i ・役員及び評譲員の報酬等に関する規程

指間額照0職報を）定）員示酬をの受し等給たけ見与資た込等料場額にを合並添関にび付すおにるすけ職規るる員程こ役のと（員指。給及（定与別び活の紙評用支様謹団給式員体見7の参の込年 品

・理事の職務権限に関する規程 ,゚_, 
・倫理に関する規程 ,゚_ヽ
•コンブライアンスに関する規程 ヽ゚→ヽ

必無要害び書類の類の有上有 ・公益通報者保護に関する規程 ,゚_, 
のの記確及載認 無 ・情報公開に関する規程 ,o →ヽ

＂文書管理に関する規程 ,゚_、
鳳リスク管理に関する規程

9゚七ヽ
・監車の監査に関する規程

,¼ ヽ゚

・経理に閾する規程 ,→o ヽ
・組織（事務局）に関する規程

'゚*ヽ
⑬財そのの前産日設事の目立属業録時す年並度るにび事おにに業け当おる年け事財度る業産貸に年借設目度録対立に）照さおれ表けた、る損法収益人支計に予算あ算書っ書て及（申はび請、

゜
（有）

⑭お民そ間民れ間公が公益な益活い活動旨動促を進促説進業明業務し務のた公以書正外類なの（別実業紙施務様にを式行支8う陣参場を照合及）にぽはす、品

⑮む紙様指。）定式がを9欠参受格照け事）よ由うにと該する当法しな人い及こびと役を員誓（約就す任る予書定類者（を別含 品
⑯賀行（別政紙機様関式か10ら参受照け）た指埠等に対する措匿状況の一

゜
（有）

⑰事務所のレイアウト図（様式自由）

゜
（有）
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